
平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする　　　　　　　　　　　　　　　　05

1 環境対策全体の総合管理機能を高める　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

501 環境対策を推進する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

個人及び企業並びに市や近隣自治体とも広
域的に連携協力し、総合的に環境対策に取
組むようにする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　

【重要性】
環境問題は、地球規模の取組みが必要と
なっている。市として着実に取組んでいく必
要がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

環境計画課・減ＣＯ２担当3941200【担当課】

温暖化など地球環境問題に対して、法律の整備がなされ、個人､企業
をはじめ地域レベルにおいても様々な取組みが求められている。　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

402【基本計画区分】

市役所全体で環境意識の理解促進と環境を守る行動の実施する。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

温暖化など地球環境問題に対して、法律の整備がなされ、個人､企業
をはじめ地域レベルにおいても様々な取組みが求められている。　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 人と自然が共生するまちづくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

50101 環境審議会運営事業 　　　　　　　　　　　

50102 環境計画庁内推進事業 　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

庁内会議開催数　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　（％　　）

【指標】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ ）

1 2 2 21

2 3 0 22

0 0 0 00

0 0 0 00

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

現状維持

環境審議会運営事業は、環境基本法に基づき設置するの
 もであり、、今後も委員を委嘱し、必要に応じて開催する。

環境計画庁内推進事業は、「もったいない推進本部環境
対策専門部会」（部会会長　環境担当部長）を定期的に開
催する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 1 環境対策全体の総合管理機能を高める

501 環境対策を推進する

50101 環境審議会運営事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

市長の環境問題に対する諮問
に応じ、市の環境行政につい
て市民の意見の反映、専門的
な知識の導入、公正な視点の
確保を図るため、審議し答申す
る。

【対象】
 松戸市環境審議会委員

環境計画課・減ＣＯ２担当室

3941200担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

諮問に対する提言率（％）

【指標】

（）

（）

提言数／諮問数×100

【指標概要】

100 100 100 100 100

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

284 338 261 261 132

284 338 261 132 132

0 0 0 2 0
0.14 0.14 0.14 0.12 0.07

環境基本法に基づき設置するのもであり、、今後も委員を委嘱し、必要に応じて開催する。諮問する内容がなかったため、審議会の開催はなかった。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

284 338 261 261 132

284 338 261 132 132

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

環境審議会委員報酬
環境審議会運営業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

- 134/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 1 環境対策全体の総合管理機能を高める

501 環境対策を推進する

50102 環境計画庁内推進事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

市職員の環境への政策を認識
させるため、環境計画の効果的
運営を行う。

【対象】
松戸市職員を対象

環境計画課・減ＣＯ２担当室

3941200担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

環境計画推進事業会議開
催数（回）

【指標】

（）

（）

環境計画推進事業会議開催数

【指標概要】

1 1 2 2 2

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

1 0 2 0 2

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
0.18 0.18 0.02 0.15 0.25

庁内の環境対策を推進するため、今後とも「もったいない推進本部環境対策専門部会」（部会会
長　環境担当部長）を定期的に開催する。

平成１７年度から「新エネビジョン庁内推進委員会」、「省エネビジョン庁内策定委員会」を開催していたが、平成１９年度より
「もったいない推進本部環境対策専門部会」に移行した。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

- 135/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする　　　　　　　　　　　　　　　　05

1 環境対策全体の総合管理機能を高める　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

502 環境対策について幅広い協力体制を整備する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

個人及び企業並びに市や近隣自治体とも広
域的に連携協力し、総合的に環境対策に取
組むようにする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　

【重要性】
環境問題は地球規模の課題であり、個人や
企業の取組みはもとより市をはじめ近隣自治
体とも連携協力した取組みが重要となってい
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

環境計画課　　　　　　　　　3941000【担当課】

京都議定書の発効など法律の整備も進み、地球温暖化の防止や、化
学物質など様々な面の取組みが必要になってきており、環境を守る意
識の向上と行動を行うことが求められている。　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

402【基本計画区分】

情報交換などの交流を充実し、相互の連携協力体制の強化　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

京都議定書の発効など法律の整備も進み、地球温暖化の防止や、化
学物質など様々な面の取組みが必要になってきており、環境を守る意
識の向上と行動を行うことが求められている。　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 人と自然が共生するまちづくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

50201 広域情報収集事業 　　　　　　　　　　　　

50202 環境対策相談事業補助金 　　　　　　　　

50203 清掃総務事務費　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

情報交換件数　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　（件　　）

【指標】

相談指導件数　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（件 ）

20 20 20 2020

20 10 0 020

60 60 60 6059

48 63 67 5859

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

現状維持

　引き続き、情報交換などの交流を充実し、相互の連携・
協力体制の充実を図っていく。　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 1 環境対策全体の総合管理機能を高める

502 環境対策について幅広い協力体制を整備する

50201 広域情報収集事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

○環境事業の効率的な運営及
び技術の改善のための必要な
調査・研究・情報管理等を行う
ことにより、環境事業の円滑な

 推進を図る。

【対象】
千葉県環境行政連絡協議会負

 担金⇒県及び近隣市町村全
国都市清掃会議負担金⇒市町

 村千葉県環境衛生促進協議
会負担金⇒県内市町村及び一

 部事務組合千葉県公害防止
計画関係業務⇒公害防止計画
対象地域２２市

環境計画課

3941000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

情報交換件数（件）

【指標】

協議会への参加回数（回）

（）

情報交換件数

【指標概要】

20 20 20 20 20

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

20 20 27 19 22

6 6 6 6 6

20 20 10 11 13

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

615 615 615 569 534

615 615 569 534 494

569 569 569 534 494
0.55 0.55 0.39 0.58 0.5

環境事業の効率的な運営及び技術の改善のための必要な調査・研究・情報管理等が行われ、
環境事業の円滑な推進を図ることができた。引き続き、必要な調査・研究・情報収集を行ってい
く。

各協議会が開催する研修会等に多く参加でき、必要な情報の収集が行われた。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

615 615 615 569 534

615 615 569 534 494

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

全国都市清掃会議負担金
千葉県環境行政連絡協議会負担金
千葉県公害防止計画関係業務
千葉県環境衛生促進協議会負担金

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

- 136/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 1 環境対策全体の総合管理機能を高める

502 環境対策について幅広い協力体制を整備する

50202 環境対策相談事業補助金

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

市内事業者等の環境対策問題
の効率的な解消を図るため、商
工会議所による相談指導を目

 的とする。

【対象】
市内事業所の工業部門、建設
部門、交通業部門、商業部門、

 婦人会等。

環境計画課・減ＣＯ２担当室

3941200担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

相談・指導件数（件）

【指標】

情報提供件数（件）

（）

相談・指導件数

情報提供件数

【指標概要】

59 60 60 60 60

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

59 48 63 67 58

57 60 60 60 60

57 67 71 77 76

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
0.09 0.09 0.23 0.23 0.17

今後も、内容を見直しながら事業を継続する。  相談・指導件数は、減少している。情報提供件数は、増加している。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 1 環境対策全体の総合管理機能を高める

502 環境対策について幅広い協力体制を整備する

50203 清掃総務事務費

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

清掃に関する情報の収集・施
策の方向性の共有などを行うこ
とにより、清掃行政の円滑な推
進を図る。

【対象】
環境担当部職員

環境計画課

3941000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

情報の共有化（回）

【指標】

（）

（）

会議の開催数

【指標概要】

3 3 2 2 2

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

1 1 1 1 1

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

76 215 89 89 89

76 215 89 89 85

58 53 86 67 77
0.53 0.53 0.25 0.21 0.2

引き続き、情報交換の場として、協力体制の充実を図っていく。 定例会及び臨時会で会議数を設定したが、定例会のみの実施に留まった。　※３回⇒１回

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

-324 195 -261 69 -301

-324 195 -321 59 85

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

- 137/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする　　　　　　　　　　　　　　　　05

2 環境意識の高い市民を増やす　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

503 環境行動の向上を誘導する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

個人及び企業並びに市や近隣自治体とも広
域的に連携協力し、総合的に環境対策に取
組むようにする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　

【重要性】
地球環境問題は、個々人や企業の営みの集
合から発生するものであり、環境を守る意識
を高め、環境を守る行動を促していく必要が
ある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　

環境計画課　　　　　　　　　3941000【担当課】

温暖化や化学物質の危険性の認知など環境問題に対する意識の高
まりが地球規模で進んでいる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

402【基本計画区分】

環境に対する認識と実際の行動との格差。適切な情報提供の促進。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

温暖化や化学物質の危険性の認知など環境問題に対する意識の高
まりが地球規模で進んでいる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 人と自然が共生するまちづくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

50301 環境意識向上事業 　　　　　　　　　　　　

50302 環境活動団体支援事業 　　　　　　　　　

50303 環境情報提供事業 　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

環境施策参加数　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　（人　　）

【指標】

市内環境関連活動団体等　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（団体 ）

760 850 850 850682

898 448 664 519643

3 3 3 32

16 17 10 818

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

成果改善

　引き続き、環境活動団体等が活性化するよう支援してい
く。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 2 環境意識の高い市民を増やす

503 環境行動の向上を誘導する

50301 環境意識向上事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

市民の環境に対する関心を高
め、環境意識を向上させる。

【対象】
こどもから老人までの全市民

環境計画課・減ＣＯ２担当室

3941200担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

仕組みの種類（種）

【指標】

取組む人数（人）

（）

仕組みの種類

取組む人数

【指標概要】

3 3 3 3 3

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

3 3 3 0 0

682 760 850 850 850

643 898 448 664 519

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

393 251 250 250 222

393 251 250 217 180

187 167 216 194 172
1.39 1.39 0.96 1.33 0.97

「環境調査事業」は、平成１１年に「生きもの調査」として開始し、平成１７年度より現在に至る。調
査結果の活用方法の検討が必要である。

「こどもエコクラブ支援事業」の参加団体数は変動がある。「環境調査事業」の調査地区は減少している。「環境家計簿普及事
業」の認定書交付件数は増加している。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

393 251 250 250 222

393 251 250 217 180

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

地域環境調査を実施する
こどもエコクラブを支援する
環境家計簿を普及させる

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

- 138/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 2 環境意識の高い市民を増やす

503 環境行動の向上を誘導する

50302 環境活動団体支援事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

環境活動団体等の活動が活性
化するよう支援する。

【対象】
環境美化（公共の場所の清掃
等）を多年に亘り実施している、
市民（個人・町会等）及び事業
者

環境計画課

3941000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

市内環境関連活動団体等
（団体）

【指標】

（）

（）

【指標概要】

2 3 3 3 3

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

18 16 17 10 8

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

85 78 68 68 68

85 78 68 68 54

51 36 35 21 40
0.61 0.61 0.31 0.56 0.52

引き続き、環境活動団体等の活動が活性化するよう支援していく。Ｈ１８から表彰対象者の規定を変更（清掃従事者を対象から外した）した関係で、表彰者の数は減っているが、町会等（団体）
での表彰については、横ばいの状況になっている。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

85 78 68 68 68

85 78 68 68 54

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 2 環境意識の高い市民を増やす

503 環境行動の向上を誘導する

50303 環境情報提供事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

ごみ処理に関する情報提供

【対象】
行政組織

環境計画課

3941000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

情報件数（件）

【指標】

（）

（）

【指標概要】

20 20 20 20 20

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

20 20 9 9 12

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

135 138 138 138 138

135 0 138 138 138

138 138 135 135 135
0.1 0.1 0.1 0.14 0.15

各会を通して、ごみ処理に関する情報の提供を受け、本市のごみ処理について参考となった。引
き続き、情報の収集を行っていく。

各方面からの情報収集も行っている関係で、重複する情報があったことから、近年では目標値を下回る結果になっている。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

135 138 138 138 138

135 0 138 138 138

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

- 139/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする　　　　　　　　　　　　　　　　05

3 温室効果ガスなど地球環境に悪影響を及ぼす物質を減らす　　　　　　　　　　　　　　

504 発生源からの温室効果ガス排出量を抑制する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

地球環境規模で問題となっている、温暖化ガ
スの排出を減らす　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【重要性】
温室効果を高めるガスの発生を防止すること
に市全体で取組む必要がある。　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

環境計画課・減ＣＯ２担当3941200【担当課】

京都議定書の発効など地球規模の取組みが行われる状況があり、市
をはじめ市民や企業の着実な取組みが求められる。　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

402【基本計画区分】

利便性や効率性の高い暮らしの中で、エネルギーの消費をいかに抑
えた暮らしをしていくか。意識を高めることではなく、行動が求められて
いる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

京都議定書の発効など地球規模の取組みが行われる状況があり、市
をはじめ市民や企業の着実な取組みが求められる。　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 人と自然が共生するまちづくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

50401 地球温暖化防止事業 　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

温室効果ｶﾞｽ排出量　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　（t　　）

【指標】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ ）

53514 53013 52512 5201153015

56576 56137 56187 056516

0 0 0 00

0 0 0 00

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

事業拡大

平成20年度、「松戸市地球温暖化防止実行計画」を見直
 し、平成21年度から実施する。平成20年度、「松戸市地

球温暖化対策地域推進計画」（減ＣＯ2大作戦）を策定し、
20年度から実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績

- 140/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 3 温室効果ガスなど地球環境に悪影響を及ぼす物質を減らす

504 発生源からの温室効果ガス排出量を抑制する

50401 地球温暖化防止事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

温室効果ガスの発生を抑制す
るために省エネルギービジョ
ン、新エネルギービジョン、松
戸市役所地球温暖化防止実行

 計画を推進する。

【対象】
全市民・市内全事業者

環境計画課・減ＣＯ２担当室

3941200担当課:

計画区分 計画事業 戦略区分 －

市役所の事務事業から出
される温室効果ガス量（ｔ）

【指標】

一世帯当たり年間エネル
ギー消費量（ＭＪ）

ｴｺｱｸｼｮﾝ21（中小企業向
け環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ)取
得事業所数（）

市の各施設から実績報告

東京電力・京葉ガスからデータ把握

ｴｺｱｸｼｮﾝ21(中小企業向け環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ)
  事務局等から把握

【指標概要】

54015 53514 53013 52512 52010.7

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

56516 56576 56137 56187 0

0 37068 0 0 36048

0 0 0 0 0

0 0 1 1 5

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

316 2,675 8,206 2,688 3,958

316 2,675 8,206 1,048 6,556

177 2,762 4,709 828 4,600
1.74 1.74 3.11 3.23 3.16

 引き続き、新エネルギービジョン、省エネルギービジョンを推進する。平成19年度より開始した
 「地球にやさしい行動宣言事業」は、運用方法を検討して更に推進する。

 新エネルギービジョン（平成15年3月）、省エネルギービジョン（平成18年2月）を策定した。○太陽光発電629基（平成17年
  度末現在）○天然ガス自動車を11台（平成19年度末現在）○風力・太陽光ハイブリッド型発電装置２基設置（平成19年度

  末現在）○緑のカーテン　公共施設68箇所（平成19年度）○地球にやさしい行動宣言登録者　413人（平成19年度）

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

316 675 328 688 1,958

316 675 328 1,048 4,556

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

地球温暖化防止実行計画推進業務
新エネルギービジョン推進業務
省エネルギービジョン策定等業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

○松戸市地域省エネルギービジョン
 策定等事業○天然ガス自動車の導

入　０台

○松戸市地域省エネルギービジョン
 策定等事業○天然ガス自動車の導

入　０台

○松戸市地域省エネルギービジョン
 策定等事業○天然ガス自動車の導

入　５台

○松戸市地域省エネルギービジョン
 推進事業・天然ガス自動車の導入　

 ３台・緑のカーテン推進事業　本庁
玄関設置

○松戸市地域省エネルギービジョン
 推進事業・天然ガス自動車の導入　

 ３台・緑のカーテン推進事業　本庁
玄関他設置

○地域新エネルギービジョン推進事
 業太陽光発電や低公害車など新エ

 ネルギー導入のための計画を推進。
○エコオフィス行動プランに基づき庁
内の省エネルギー・省資源に取り組
んだ。

○松戸市役所エコオフィス行動プラン
を地球温暖化防止実行計画として再
構築し、温室効果ガスの更なる削減

 を図った。○風力・太陽光ハイブリッ
ド型発電装置を牧野原中に設置

○松戸市地域省エネルギービジョン
 策定等事業・天然ガス自動車の導入

　５台

○松戸市地域省エネルギービジョン
 策定等事業・天然ガス自動車の導入

　３台

○松戸市地域省エネルギービジョン
 推進事業・天然ガス自動車の導入　

 ２台・風力・太陽光ハイブリッド型発
 電装置を梨香台小に設置・緑のカー

テン６８ヶ所

計画

実績

【節項コード】 403 【節名】 安全で快適な生活環境の実現

【項名】 リサイクル型の都市づくり

H15 H16 H17 H18 H19

【計画事業名】 095地球温暖化防止実行計画策定・推進事業、096松戸市地域新エネルギービジョン推進事業

【計画事業】
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする　　　　　　　　　　　　　　　　05

4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす　　　　　　　　　　　　　　　　

505 廃棄物処理に係わる総合調整をする　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

物質の廃棄に至る各段階での環境への負荷
を低減することにより、循環型社会を構築す
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　

【重要性】
環境を守り、市民生活から発生するごみの適
正な処理を図るうえで処分場の確保をはじ
め、ごみ減量対策など総合的な取組みが重
要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　

環境計画課　　　　　　　　　3941000【担当課】

８分別体制になって、ごみに関する意識が高まっている。一般廃棄物
最終処分場の残余容量が逼迫している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

402【基本計画区分】

県との連携、他の自治体の情報収集、ごみ減量対策に関する研究　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

　原単位について、年々減少傾向になっている。　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 人と自然が共生するまちづくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

50501 廃棄物適正処理推進事業 　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

数値目標達成度　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　（％　　）

【指標】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ ）

95 95 95 9595

105 102 102.9 106.9101.1

0 0 0 00

0 0 0 00

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

事業拡大

　最終処分場を市内に確保が難しい本市にとっては、最終
処分量の削減が重要課題になっていることから、３Ｒ施策
を推進していき、更なる、発生抑制・資源化などを推進して
いく必要がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

505 廃棄物処理に係わる総合調整をする

50501 廃棄物適正処理推進事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

廃棄物による環境への負荷が
より小さい「循環型社会」を構築
するため、ごみ処理基本計画
で掲げている施策の進捗管理
を行う。

【対象】
 全て市民及び市内事業者

環境計画課

3941000担当課:

計画区分 計画事業 戦略区分 －

原単位（％）

【指標】

リサイクル率（）

最終処分量（）

原単位＜８５０ｇ／日・人＞

リサイクル率＜３０％以上＞

最終処分量＜１５，０００ｔ／年＞

【指標概要】

850 850 850 850 850

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

893.1 859.7 885.3 877.2 844.4

30 30 30 30 30

27.8 28.3 28.7 28 27.5

15000 15000 15000 15000 15000

18598 16482 18248 19252 19787

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

6,500 4,275 300 300 300

6,500 4,275 300 300 309

4,228 2,567 299 300 304
1.65 1.65 2.79 2.17 2.54

資源循環型社会を構築するために、３Ｒ施策を推進してきた結果、原単位については年々減少
の傾向を示している。最終処分量は減少の傾向は示してきたが、近年は微増の傾向になってい
ることから、更なる減量を図っていかなければならないと考える。また、平成２０年４月から新たにス
タートする、ごみ処理基本計画に基づき、引き続き、構築に向けて実施していくこととする。

 ○原単位⇒年々減少の傾向を示しており、特にＨ１９年度は大幅な減少になっている。○リサイクル率⇒横ばいの状況に
 なっている。（約２８％前後）○最終処分量⇒減少傾向を示してきたが、近年（Ｈ１８・Ｈ１９）については微増の傾向になって

い　る。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

4,500 2,775 300 300 300

4,500 2,775 300 300 309

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

 ①循環型社会構築事業　○ごみ処
  理の現状に　ついて調査・分析　及

  び課題の整理②五市清掃協議会　
 ○協議会の開催４回　○啓発物資

共同購入

 ①循環型社会構築事業　○「松戸市
 資源循環　型社会構築検討委　員

  会」設置　○６回開催②五市清掃
  協議会　○協議会の開催４回　○

啓発物資共同購入

 ①循環型社会構築事業　○部内プ
  ロジェクト　により検討②五市清掃

  協議会　○協議会の開催４回　○
 啓発物資共同購入

 ①循環型社会構築事業　○部内プ
 ロジェクト　により検討②五市清掃協

  議会　○協議会の開催３回　○啓
発物資共同購入

 ①循環型社会構築事業　○部内プ
  ロジェクト　により検討②五市清掃

  協議会　○協議会の開催３回　○
啓発物資共同購入

 ①循環型社会構築事業　○調査・分
  析結果等　の報告書②五市清掃協

  議会　○協議会の開催４回　○啓
発物資共同購入　（買物袋）

 ①循環型社会構築事業　○検討委
 員会から提　言を受ける　○６回開

  催②五市清掃協議会　○協議会の
  開催４回　○啓発物資共同購入　

（買物袋）

 ①循環型社会構築事業　○推進会
  議　５回　○担当者会議１５回②五

 市清掃協議会　○協議会の開催３
  回　○啓発物資共同購入　（買物

袋）

 ①循環型社会構築事業　○推進会
  議　６回　○担当者会議１５回②五

 市清掃協議会　○協議会の開催３
  回　○啓発物資共同購入　（買物

袋）

 ①循環型社会構築事業　○推進会
  議　８回　○担当者会議２６回②五

 市清掃協議会　○協議会の開催３
  回　○啓発物資共同購入　（買物

袋）

計画

実績

【節項コード】 403 【節名】 安全で快適な生活環境の実現

【項名】 リサイクル型の都市づくり

H15 H16 H17 H18 H19

【計画事業名】 廃棄物処理計画推進事業

【計画事業】

- 143/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする　　　　　　　　　　　　　　　　05

4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす　　　　　　　　　　　　　　　　

506 廃棄物の減量を促進する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

物質の廃棄に至る各段階での環境への負荷
を低減することにより、循環型社会を構築す
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　

【重要性】
限られた資源の有効活用とごみ処理施設の
処分量に限りがあることから少しでも長く処理
できるようごみの減量対策を講ずる必要があ
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

環境業務課　　　　　　　　　3943000【担当課】

８分別体制になって、ごみに関する意識が高まっている。一般廃棄物
最終処分場の残余容量が逼迫している　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

402【基本計画区分】

分別体制は市民に浸透してきているが、ごみ量の減に中々結びつか
ない面がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

８分別体制になって、ごみに関する意識が高まっている。一般廃棄物
最終処分場の残余容量が逼迫している　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 人と自然が共生するまちづくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

50601 ごみ減量促進事業 　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

リサイクル率　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　（％　　）

【指標】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ ）

30 30 30 3030

28.3 28.7 28 27.427.8

0 0 0 00

0 0 0 00

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

事業拡大

資源循環型社会を構築する上での基盤となる３Ｒ（リデュー
 ス、リユース、リサイクル）施策を実施していきます。事業

 系ごみ減量のため、事業所訪問指導業務を拡大する。
（平成１８年度届出対象事業所数１２，７９３件）　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

506 廃棄物の減量を促進する

50601 ごみ減量促進事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

ごみの減量及び資源化を促進
 する。

【対象】
家庭ごみ排出者、事業ごみ排
出者

環境業務課

3943000担当課:

計画区分 計画事業 戦略区分 －

家庭ごみ量（％）

【指標】

減量機器類に対する補助
基数（基）

事業ごみ量（）

【指標概要】

105037 105037 105037 105037 105037

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

105037 101906 105439 107032 103872

400 400 400 400 400

253 280 382 256 250

45677 45677 45677 45677 45677

45677 43665 44135 41799 40556

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

10,632 8,553 10,582 20,165 8,835

10,632 8,553 9,138 18,665 8,554

7,651 7,736 10,672 16,465 7,265
4.56 5.43 4.4 3.57 3.19

資源循環型社会を構築していく上での基盤となる３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）施策を推
進していきます。

廃棄物減量促進のための啓発や補助や生ごみ減量機器類補助事業を行いました。生ごみ処理容器等補助事業１，４２１基、
ごみツアー（清掃施設見学会）８１回実施（平成１５年度から平成１９年度実績）

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

10,480 8,342 10,430 20,013 8,534

10,480 8,342 8,856 18,364 8,183

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

事業系廃棄物対策業務
減量機器類普及・促進業務
大型生ごみ処理機設置モデル業務
ごみ減量促進啓発業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

 循環型社会構築の一翼を担うごみ
の発生抑制や再利用の体制を充実

 する。生ごみ処理容器等購入費補
 助事業　４００基補助

 循環型社会構築の一翼を担うごみ
の発生抑制や再利用の体制を充実

 する。生ごみ処理容器等購入費補
 助事業　３００基補助

 循環型社会構築の一翼を担うごみ
の発生抑制や再利用の体制を充実

 する。生ごみ処理容器等購入費補
 助事業　４００基補助

 循環型社会構築の一翼を担うごみ
の発生抑制や再利用の体制を充実

 する。大型生ごみ処理機設置モデ
 ル事業は、８月で終了予定生ごみ処

 理容器等購入費補助事業　２９０基
補助

 循環型社会構築の一翼を担うごみ
の発生抑制や再利用の体制を充実

 する。生ごみ処理容器等購入費補
 助事業　２９８基補助

・生ごみ処理容器等購入費補助事業
 　２５３基補助・大型生ごみ処理機設

置モデル事業　５０世帯で利用し３８３
 キロを堆肥化・事業系及び一般家庭

のごみ減量のＰＲ等

・生ごみ処理容器等購入費補助事業
  　２８０基補助・大型生ごみ処理機

設置モデル事業　５０世帯で利用し１
 ５７キロを堆肥化・事業系及び一般

家庭のごみ減量のＰＲ等

・生ごみ処理容器等購入費補助事業
  　３８２基補助・大型生ごみ処理機

設置モデル事業　２６世帯で利用し１
 ５０キロを堆肥化・事業系及び一般

家庭のごみ減量のＰＲ等

・生ごみ処理容器等購入費補助事業
  　２５６基補助・大型生ごみ処理機

設置モデル事業　２６世帯で利用し１
 ３７キロを堆肥化・事業系及び一般

家庭のごみ減量のＰＲ等

・生ごみ処理容器等購入費補助事業
  　２５０基補助・事業系及び一般家

庭のごみ減量のＰＲ等

計画

実績

【節項コード】 403 【節名】 安全で快適な生活環境の実現

【項名】 リサイクル型の都市づくり

H15 H16 H17 H18 H19

【計画事業名】 廃棄物減量促進事業

【計画事業】

- 145/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする　　　　　　　　　　　　　　　　05

4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす　　　　　　　　　　　　　　　　

507 廃棄物の資源化を促進する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

物質の廃棄に至る各段階での環境への負荷
を低減することにより、循環型社会を構築す
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　

【重要性】
限られた資源の有効活用の必要性とごみ処
理場の規模から限度を迎えるまでできるだけ
長く持たせる必要がある。　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

環境業務課　　　　　　　　　3943000【担当課】

資源の有効活用に関する世界的な取組み、国の法律についても整備
される中、資源のリサイクルの多岐にわたる取組みが求められている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

402【基本計画区分】

リサイクルに対する意識の向上。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

資源の有効活用に関する世界的な取組み、国の法律についても整備
される中、資源のリサイクルの多岐にわたる取組みが求められている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 人と自然が共生するまちづくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

50701 民間回収資源化システム支援事業 　　　

50702 資源ごみリサイクル事業 　　　　　　　　　

50703 容器包装リサイクルごみ処理事業 　　　

50704 木製粗大ごみ再生事業 　　　　　　　　　　

50705 紙パック回収事業　　　　　　　　　　　　　　

50706 建設工事廃棄物資源化促進事業 　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

資源ごみ量　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　（ｔ　　）

【指標】

容器包装プラスチック排出量
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（t ）

39700 40700 40700 4070039790

39834 42827 42911 4049040376

7400 7800 7800 78007790

8029 0 0 07791

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

事業拡大

資源の循環的利用が求められる中、町会・自治会・子ども
会・ＰＴＡ等さまざまな市民団体による集団回収が活発に
行われるほか、民間事業者による新たな資源化への取り組
みが始まっています。そのため、民間レベルで展開されて
いる回収ルートを活用するとともに、その拡大に向けて支
援していきます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

507 廃棄物の資源化を促進する

50701 民間回収資源化システム支援事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

家庭ごみの再資源化を促進す
るため、民間回収活動を支援
する。

【対象】
リサイクル活動推進団体及び回
収業者

環境業務課

3943000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

資源ごみ回収量（ｔ）

【指標】

（）

（）

資源ごみ回収量

【指標概要】

27190 27100 28100 28100 28100

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

27821 28299 29062 28241 26953

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

322,264 303,834 295,012 284,732 262,937

322,264 303,834 283,805 262,937 268,640

310,392 276,789 276,900 252,216 199,815
1.6 1.6 2.15 2.05 2.4

ビン・缶・古紙・布類及びペットボトルは、民間においてリサイクルルートが確立されていることか
ら、集団回収（リサイクル活動）を全市的に拡大し、民間による資源化の促進を図っていきます。

一般家庭から排出されるごみの減量及び資源有効利用のためリサイクル活動を推進する団体及び回収業者に対し、奨励金
 を交付し、再資源化を促進しました。登録団体数４６５、登録業者２５、回収量２６，９５３トン（平成１９年度実績）

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

322,264 303,834 295,012 284,732 262,937

322,264 303,834 283,805 262,937 268,640

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

507 廃棄物の資源化を促進する

50702 資源ごみリサイクル事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

松戸市の最終処分量を減らす
ため、資源ごみ及び金属性粗
大ごみを選別し売却等によりリ

 サイクルを行なう。

【対象】
資源ごみ・粗大ごみ・有害ごみ
及びペットボトルの排出者

日暮クリーンセンター

3947000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

資源化率（％）

【指標】

（）

（）

選別資源物重量/搬入ごみ重量×１００

【指標概要】

81 81 81 81 81

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

79 79.5 81.4 83.5 83

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

508,997 471,064 497,076 487,438 486,085

508,997 471,064 487,438 487,085 481,742

491,027 482,019 468,697 472,311 464,824
5.6 4.4 4.6 4.6 3.8

資源ごみリサイクルルートの更なる精査、処理方法等を計り経費節減に努める。 資源ごみリサイクルルートを精査し、処理方法等も適正化した。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

454,744 404,962 430,974 421,480 420,439

454,744 404,962 421,480 421,439 394,323

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

資源リサイクルセンター選別委託業務
資源リサイクルセンター維持管理業務
資源リサイクルセンター整備業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

507 廃棄物の資源化を促進する

50703 容器包装リサイクルごみ処理事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

プラスチックを容器包装リサイク
ル法に基づくリサイクルルート
で資源化するため圧縮等の必
要な処理を行なう。

【対象】
リサイクルするプラスチック・そ
の他プラスチック及び混成粗大

 ごみの排出者

日暮クリーンセンター

3947000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

容器包装プラスチック搬出
量（ｔ）

【指標】

（）

（）

容器包装プラスチック搬出量

【指標概要】

7790 7400 7800 7800 7800

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

7791 8029 7949 6280 6380

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

337,978 332,885 343,346 339,087 347,545

337,978 332,885 337,189 347,545 358,282

327,661 319,264 329,593 351,500 345,699
4.9 6.2 5.8 5.8 6.1

循環型社会構築の重要な役目として、経費削減に努め施設維持管理し更なる品質向上の成果
をあげる。

容器包装リサイクル協会に引き渡しているプラスチックの品質向上にむけて実施し成果を得ている。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

333,729 325,056 335,517 332,905 338,591

333,729 325,056 331,007 338,591 350,302

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

日暮クリーンセンター運転管理業務
日暮クリーンセンター維持管理業務
日暮クリーンセンター整備業務
日暮クリーンセンター圧縮ごみ運搬等

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

507 廃棄物の資源化を促進する

50704 木製粗大ごみ再生事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

使える物はごみにせず、市民リ
サイクル意識を醸成するため、
木製粗大ごみを再生、展示、販
売し資源化の一助とする。

【対象】
木製粗大ごみを再利用したいと
思っている市内居住者、通勤
者、通学者

環境業務課

3943000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 回避

ミニリサイクルプラザ来場
者数（人）

【指標】

木製粗大ごみ販売点数
（数）

（）

ミニリサイクルプラザ来場者数

木製粗大ごみ販売点数

【指標概要】

4505 4000 3800 3800 3800

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

5040 3515 3456 2759 2621

400 400 400 400 400

427 410 443 430 426

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

4,209 4,142 0 0 0

4,209 4,142 4,181 4,201 4,207

4,184 4,118 4,150 4,189 4,194
0.2 0.2 1.22 1.22 1.2

粗大ごみとして出された木製品類の中から、まだ使える物を再生し、販売することによって、再使
用促進に向けた啓発を行っていきます。

粗大ごみの中から再使用できる物は、簡単な修理をして、和名ヶ谷クリーンセンターロビー（リサイクルプラザ）で展示、販売す
 ることによる啓発事業を行いました。ミニリサイクルプラザ入場者数１７，３９１人、再生品販売点数２，１３６点（平成１５年度か

ら平成２０年度実績）

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

3,849 3,782 0 0 0

3,849 3,782 3,821 3,841 3,847

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

507 廃棄物の資源化を促進する

50705 紙パック回収事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

紙パックの再資源化を促進する

【対象】
紙パック排出者

環境業務課

3943000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

回収量（㎏）

【指標】

（）

（）

【指標概要】

8820 8500 8500 8500 8500

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

8820 8660 8170 6140 5280

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
0.07 0.07 0.07 0.05 0.05

紙パックは、ボランティア団体・回収業者の協力による回収ルートにより、再資源化を図ります。紙パックの再資源化を促進するため、ボランティア団体・回収業者の協力により、回収ルートを確保した。回収方法として公共
 施設、大型小売店舗に回収ボックスを設置し、月１回回収している。回収量３７，０７０ｔ（平成１５年度から平成１９年度実績）

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

507 廃棄物の資源化を促進する

50706 建設工事廃棄物資源化促進事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

建設工事廃棄物の分別解体及
び再資源化を促進するため、
対象建設工事の発注者又は自
主施工者に計画の届出及び適
正な実施を指導する。

【対象】
解体工事等発注者

建築指導課

5024000担当課:

計画区分 計画事業 戦略区分 －

分別解体実効応答率（％）

【指標】

（）

（）

 建設工事廃棄物の分別に関するパトロールを実
施した中で、適正に分別が実施された件数（分別
解体実効適正件数／分別解体実効確認件数）

【指標概要】

80 80 85 85 90

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

88 84 91 96 97

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

0 49 100 100 23

0 25 47 23 23

0 24 47 23 23
2.5 2.5 2.5 0.75 0.55

今後も、建設工事廃棄物の分別解体及び再資源化を促進するため、建物解体工事等の発注者
又は施工者に計画の届出及び適正な解体の実施を指導する。

建設工事廃棄物の分別解体及び再資源化を促進するため、建物解体工事等の発注者又は施工者に計画の届出及び適正
な解体の実施を指導している。その結果、分別解体実効応答率（分別解体実効適正件数／分別解体実効確認件数）が、
年々増加している。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

0 25 100 100 23

0 25 47 23 23

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

解体工事届出審査業務
違反解体工事防止業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

対象建設工事のパトロール週１回実
施

対象建設工事のパトロール週１回実
  施

対象建設工事のパトロール週１回実
施

対象建設工事のパトール週１回実施 対象建設工事のパトロール週１回実
施

  パトロール実施件数　１３３件  パトロール実施件数１３０件  パトロール実施件数１９８件  パトロール実施件数２４６件  パトロール実施件数３２８件

計画

実績

【節項コード】 403 【節名】 安全で快適な生活環境の実現

【項名】 リサイクル型の都市づくり

H15 H16 H17 H18 H19

【計画事業名】 建設工事に伴う資材の再資源化促進事業

【計画事業】
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする　　　　　　　　　　　　　　　　05

4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす　　　　　　　　　　　　　　　　

508 廃棄物を適正に処理する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

物質の廃棄に至る各段階での環境への負荷
を低減させ、地域社会を持続可能にするた
め、物質の循環を促進させる。　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　

【重要性】
増えつづけるごみの発生を抑制するととも
に、効率的な処理を確保する必要がある。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

環境計画課　　　　　　　　　3941000【担当課】

環境への感心の高まり、ごみ量の増加、最終処分の問題　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

403【基本計画区分】

各処理施設の延命化に費用がかかる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

　ごみ収集への苦情件数は、年々減少の傾向にあるが、依然、目標
件数を上回っている状況である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 リサイクル型の都市づくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

50801 ごみ分別排出指導事業 　　　　　　　　　　

50802 ごみ収集事業　　　　　　　　　　　　　　　　　

50803 し尿収集事業　　　　　　　　　　　　　　　　　

50804 ごみ処理事業　　　　　　　　　　　　　　　　　

50805 し尿処理事業　　　　　　　　　　　　　　　　　

50806 清掃施設関係事業 　　　　　　　　　　　　

50807 清掃施設周辺住民健康管理事業 　　　

50808 クリーンセンター体育施設管理運営事業

50809 東部スポーツパーク管理運営事業 　　　

50810 和名ヶ谷スポーツセンター管理運営事業

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

ごみ収集への苦情件数　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　（件　　）

【指標】

施設の故障件数　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（件 ）

200 200 200 200280

265 250 254 238280

0 0 0 00

1 2 0 01

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

その他　　

　ごみ処理への問い合わせ（苦情含む）は、年々減少の傾
向を示しているものの、依然高い水準にあることから、市
民・事業者に対し、本市のごみ処理状況について、更なる
啓発を行っていくこととするとともに、中間処理施設での適

 正処理に努めていくこととします。　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

508 廃棄物を適正に処理する

50801 ごみ分別排出指導事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

 
ごみの適切な排出を図り、円滑
な収集を行うため、啓発運動を
徹底する。

【対象】
家庭ごみを８分別により排出す
る市民

環境業務課

3943000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

家庭ごみ分別指導の件数
（件）

【指標】

（）

（）

【指標概要】

46 40 40 40 40

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

46 36 33 36 43

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

7,264 9,661 5,913 11,355 10,767

7,264 9,661 11,355 10,767 10,456

9,774 8,485 9,689 7,288 6,433
1.62 1.65 4.68 4.65 4.55

現行の集積所方式では、排出者の特定ができず、指導が徹底できない側面があることから、排出
責任明確が明確になり、指導を進めやすい戸別収集の導入を今後、検討していきたい。

１８年度に容器包装プラスチックの引き取り基準が厳しくなったため、１８年度、１９年度に委託業者への分別指導及び委託業
者から不良集積所情報の提供を受け、特に酷い集積所について年４０箇所から６０箇所程度を集中的に分別指導を実施し
た。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

7,264 9,661 5,913 11,355 10,767

7,264 9,661 11,355 10,767 10,456

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

- 150/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

508 廃棄物を適正に処理する

50802 ごみ収集事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

市民の住環境を確保するた
め、市民が排出した家庭ごみを
適正に回収する。

【対象】
家庭ごみの排出者

環境業務課

3943000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

ごみ取残しの苦情件数
（件）

【指標】

（）

（）

【指標概要】

280 200 200 200 200

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

280 265 250 254 238

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

1,788,081 1,747,088 1,693,620 1,691,681 1,691,375

1,788,081 1,747,088 1,723,100 1,691,681 1,691,375

1,785,823 1,742,144 1,719,217 1,689,488 1,668,027
2.21 2.69 2.97 3 3.65

 地勢や人口分布に応じて効率的な収集を行うための配車体制の整備を進める必要がある。収集コストが近隣市と比較し、高いと監査等で指摘されていることから原価計算の見直しに取り組んみコスト削減を図ってき
た。また、粗大ごみ受付業務についてもし尿受付業務リース期限が１９年度で満了するため、今後、費用対効果を考慮し、シ
ステムの統合を進め、コスト削減を図っていく。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

1,723,882 1,676,889 1,629,421 1,624,482 1,623,176

1,723,882 1,676,889 1,652,901 1,624,482 1,623,176

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

ごみ収集委託業務
粗大ごみ収集受付委託業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

508 廃棄物を適正に処理する

50803 し尿収集事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

生活環境を清潔に保全する

【対象】
市内に汲取り式便所を有する
世帯､法人及び建設現場等の

 仮設トイレ

環境業務課

3943000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

し尿収集量（ｋｌ）

【指標】

（）

（）

【指標概要】

7671 6851 6653 6014 5449

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

8426 7858 7450 6643 5754

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

158,250 155,098 130,290 127,681 127,438

158,250 155,098 127,761 127,438 127,357

152,761 129,036 125,425 124,792 123,517
4.07 3.46 4.6 3.8 3.8

し尿処理量は、下水道普及率の上昇に伴い今後さらに減少する見込みですが、未水洗化家屋、
　工事現場やイベント会場の仮設トイレ等から収集されるし尿処理について、今後も処理する　必
要があります。

平成１９年度実績　人頭制　２，０７５世帯　４，３３６人　汲取り量　３，６８２，５１０?　従量制　８，７２１件　汲取り量　２，０７０，９９
０?　年間収集量　５，７５３，５００?　収集台数　４台

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

109,451 111,544 91,092 92,765 95,884

109,451 111,544 86,793 89,820 94,223

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 404会計区分

し尿収集委託業務
し尿収集関連業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

508 廃棄物を適正に処理する

50804 ごみ処理事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

市民･事業者が排出する一般
廃棄物について、安定した処
理体制を確保し、適正処理に
努める。

【対象】
全ての市民及び市内事業者

環境計画課

3941000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

施設の故障・異常発生件
数（件）

【指標】

焼却処理施設の排出ガス
規制等遵守率（％）

（）

適合回数/測定回数×100

【指標概要】

0 0 0 0 0

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

1 1 2 0 0

100 100 100 100 100

100 100 100 100 100

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

2,091,942 2,094,166 2,000,474 2,081,615 1,989,125

2,091,942 2,094,166 2,000,474 2,018,369 2,011,160

2,037,528 1,930,196 1,904,411 1,908,663 1,910,856
52.3 55.14 53.75 53.9 47.95

市民・事業者が排出する一般廃棄物について、安定した処理体制を確保し、適正処理に努めて
きた結果、施設での故障件数が近年では無くなってきているので、引き続き、施設の適正管理に
努め、適正処理を行っていく。

Ｈ１５～Ｈ１７の３年間の故障件数は、１件～２件（故障が原因で処理量が０のとき）発生しているが、近年（Ｈ１８・Ｈ１９）につい
ては発生していない。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

1,334,817 1,296,727 1,244,537 1,308,727 1,212,619

1,334,817 1,296,727 1,244,537 1,242,194 1,276,464

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

処理計画策定業務
クリーンセンター焼却残灰等運搬委託
クリーンセンター維持管理業務
クリーンセンター整備業務
クリーンセンター運転業務
和名ヶ谷クリーンセンター焼却残灰等

和名ヶ谷クリーンセンター維持管理業
和名ヶ谷クリーンセンター整備業務
和名ヶ谷クリーンセンター運転業務
廃棄物最終処分関連業務
日暮最終処分場維持管理業務
日暮最終処分場整備業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

508 廃棄物を適正に処理する

50805 し尿処理事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

汲み取り便所及び浄化槽を利
用している市民の生活に支障
を来たさないよう、処理施設の
管理運営及び整備の改善を図
る。

【対象】
汲み取り便所及び浄化槽を利
用している市民（通勤者含む）

東部クリーンセンター

3946000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

故障回数（回）

【指標】

放流水水質遵守率（％）

（）

適合項目数／検査項目数×100

【指標概要】

0 0 0 0 0

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

0 0 0 0 0

100 100 100 100 100

100 100 100 100 100

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

462,958 445,348 443,340 438,569 421,913

462,958 445,348 430,442 424,884 417,818

444,510 435,933 414,158 406,711 402,167
4.4 4.4 6.25 4.9 4.9

適正な維持管理を行うため、計画的な整備を実施していく。東部クリーンセンターは、昭和５６年操業開始のため機器設備の老朽化が進んでいる。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

352,382 337,960 336,517 335,476 317,736

352,382 337,960 326,875 316,528 313,181

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

東部クリーンセンター運転委託業務
東部クリーンセンター維持管理業務
東部クリーンセンター整備業務
東部クリーンセンター汚泥運搬等委託

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

508 廃棄物を適正に処理する

50806 清掃施設関係事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

清掃施設を維持管理し、労働
環境の適正化を図り、周辺環
境を保全する。

【対象】
周辺住民及び施設利用者並び
に従事職員

環境計画課・施設担当室

3941100担当課:

計画区分 計画事業 戦略区分 －

排出規制等を遵守する
（％）

【指標】

作業に支障を及ぼす異常
発生をなくす（件）

（）

排出基準達成項目／全測定項目×１００　【目標
 ＝現況維持】理由：環境負荷を低減するため

作業に支障を及ぼす異常発生件数　【目標＝現
 況維持】理由：適正な労働環境を維持するため

【指標概要】

100 100 100 100 100

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

100 100 100 100 100

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

23,568 58,934 32,358 33,796 27,637

23,568 58,934 33,524 118,941 25,902

53,784 773,594 53,868 201,552 138,339
1.7 1.84 4.4 3.66 2.96

 ①六和クリーンセンターに関しては、「ごみ処理基本計画」で策定されると考える。②千駄堀最
終処分場跡地に関しては、暫定的にスポーツ広場として利用するとともに、跡地利用計画を図
る。ただし、法改正（最終処分場跡地利用の制限）されたことにより、再検討する必要がある。

 ①六和クリーンセンターの維持管理上、必要最低限の修繕を実施した。②千駄堀最終処分場跡地用地取得基準に基づく
用地取得をした。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

23,568 58,934 32,358 33,796 27,637

23,568 58,934 33,524 118,941 25,902

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

六和クリーンセンター維持管理業務
千駄堀最終処分場跡地暫定利用業務
労働安全・衛生対策業務
清掃施設周辺道路清掃業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

休炉中の清掃施設を必要最小限に
維持管理する。最終処分場跡地を維
持管理する。清掃施設の労働環境を
適正に維持する。清掃施設周辺道路
の汚れ及び悪臭を除去する。

休炉中の清掃施設を必要最小限に
維持管理する。最終処分場跡地を暫
定スポーツ広場として維持管理する。
清掃施設の労働環境を適正に維持
する。清掃施設周辺道路の汚れ及び
悪臭を除去する。

休炉中の清掃施設を必要最小限に
維持管理する。最終処分場跡地を暫
定スポーツ広場として維持管理する。
清掃施設の労働環境を適正に維持
する。清掃施設周辺道路の汚れ及び
悪臭を除去する。

休炉中の清掃施設を必要最小限に
維持管理する。最終処分場跡地を暫
定スポーツ広場として維持管理する。
清掃施設の労働環境を適正に維持
する。清掃施設周辺道路の汚れ及び
悪臭を除去する。

休炉中の清掃施設を必要最小限に
維持管理する。最終処分場跡地を暫
定スポーツ広場として維持管理する。
清掃施設の労働環境を適正に維持
する。清掃施設周辺道路の汚れ及び
悪臭を除去する。

休炉中の清掃施設を必要最小限に
維持管理する。最終処分場跡地を維
持管理する。清掃施設の労働環境を
適正に維持する。清掃施設周辺道路
の汚れ及び悪臭を除去する。

休炉中の清掃施設を必要最小限に
維持管理する。最終処分場跡地を暫
定スポーツ広場として維持管理する。
清掃施設の労働環境を適正に維持
する。清掃施設周辺道路の汚れ及び
悪臭を除去する。

休炉中の清掃施設を必要最小限に
維持管理する。最終処分場跡地を暫
定スポーツ広場として維持管理する。
清掃施設の労働環境を適正に維持
する。清掃施設周辺道路の汚れ及び
悪臭を除去する。

休炉中の清掃施設を必要最小限に
維持管理する。最終処分場跡地を暫
定スポーツ広場として維持管理する。
清掃施設の労働環境を適正に維持
する。清掃施設周辺道路の汚れ及び
悪臭を除去する。

休炉中の清掃施設を必要最小限に
維持管理する。最終処分場跡地を暫
定スポーツ広場として維持管理する。
清掃施設の労働環境を適正に維持
する。清掃施設周辺道路の汚れ及び
悪臭を除去する。

計画

実績

【節項コード】 403 【節名】 安全で快適な生活環境の実現

【項名】 リサイクル型の都市づくり

H15 H16 H17 H18 H19

【計画事業名】 千駄堀最終処分場跡地保全事業

【計画事業】
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

508 廃棄物を適正に処理する

50807 清掃施設周辺住民健康管理事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

クリーンセンター操業に伴う周
辺住民の井戸水検査、健康診
断の実施及び経年変化を把握

 する。

【対象】
クリーンセンター周辺住民（松
戸市・柏市（旧沼南町含む））

クリーンセンター

3945000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

井戸水水質適合率（％）

【指標】

受診者数（人）

（）

 適合項目数／検査項目数×100

クリーンセンター建設当時の和解条項に基づく健
   康診断の受診者

【指標概要】

100 100 100 100 100

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

98.27 98.69 98.42 98.54 98.66

110 110 110 110 110

73 83 69 77 82

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

5,307 4,784 4,809 4,763 4,576

5,307 4,784 4,763 4,576 4,333

4,410 4,027 3,823 3,649 3,578
0.5 0.5 1.06 0.81 0.73

クリーンセンター建設当時の設置反対同盟との和解条項に基づくものであるため、両事業の継続
が今後も必要である。

 井戸水水質検査適合率は、極めて高い値で安定的に推移している。健康診断の受診者数は、微増傾向にあるものの安定
的に推移している。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

5,307 4,784 4,809 4,763 4,576

5,307 4,784 4,763 4,576 4,333

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

井戸水検査業務
住民健康診断業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

508 廃棄物を適正に処理する

50808 クリーンセンター体育施設管理運営事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

余熱を利用し、市民の健康の
増進と明るく豊かな市民生活を

 形成に助するため、その活動
の場を提供する。

【対象】
健康を求める市民及びクリーン
センター周辺住民（松戸市・柏
市）

クリーンセンター

3945000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

体育施設利用者数（人）

【指標】

要望者件数（件）

（）

【指標概要】

97057 96900 96900 96900 96900

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

97057 97053 91275 85229 82563

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

69,441 60,107 66,527 66,441 59,276

69,614 60,352 57,184 62,639 53,540

66,539 56,686 56,475 57,832 52,961
3.6 3.6 3.75 3.95 3.5

今後も利用者が安全で快適に利用できるよう計画的に維持管理を継続してゆく。施設利用者の減少は、少子高齢化の進展と隣接地に最新式の施設（柏市）が開設したことなど外的な要因であると思われ
る。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

57,413 48,402 54,490 53,965 50,392

57,413 48,402 44,708 51,070 44,656

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 303会計区分

施設提供業務
施設維持管理業務
施設整備業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

508 廃棄物を適正に処理する

50809 東部スポーツパーク管理運営事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

市民の健康と明るく豊かな市民
生活の形成に助するため、そ
の活動の場を提供し、地元住
民の利便施設として運営する。
（アスレチック公園を含めたス
ポーツ施設を提供する。）

【対象】
健康と知識を求める市民およ
び地元住民

東部クリーンセンター

3946000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

利用者数（人）

【指標】

（）

（）

施設の年間利用者数

【指標概要】

62746 56700 58500 58500 58500

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

62746 58303 57769 58338 64490

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

39,197 46,018 39,618 42,669 44,219

39,197 46,018 36,669 32,975 40,879

37,412 44,299 35,969 37,712 34,741
3 3 2.6 2.1 2.1

適正な維持管理のため、計画的な整備を実施していく。東部スポーツパークは、東部クリーンセンターの利便施設として、昭和５６年に開園のため施設設備の老朽化が進んでいる。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

34,078 40,685 34,499 37,169 38,719

34,078 40,685 31,169 27,475 35,180

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 303会計区分

施設提供業務
施設維持管理業務
施設整備業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

508 廃棄物を適正に処理する

50810 和名ヶ谷スポーツセンター管理運営事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

和名ケ谷クリーンセンターの余
熱を利用した温水プールを含
めたスポーツ施設を提供する。

【対象】
健康の増進と余暇を充実させ
たい市民と近隣市民及び地元

 住民　

和名ケ谷クリーンセンター

3948000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

利用者数（人）

【指標】

（）

（）

施設の年間利用者数

【指標概要】

250000 250000 250000 250000 250000

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

298156 293485 293007 276446 270863

0 0 0 0 0

14 26 17 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

283,476 278,484 273,297 273,297 275,608

283,476 278,484 273,297 257,447 253,029

276,339 270,193 268,231 250,004 221,600
2.85 2.45 2.7 4.5 4.3

今後全市で検討しているインターネットによる予約システムを導入することによりさらに利用しやす
 い施設を目指す。市民が安心して施設を利用できるよう計画的に維持管理を実施していく。

利用者は平成１５年度約２９万８千人をピークに減少した。このため、平成１６年度よりプール教室・トレーニング教室の回数を
 増やし利用者の拡充を図った。この結果、平成１８年度対前年比マイナス５.７％であったのに対し、平成１９年度対前年比マ

 イナス２．０％となり、利用者数の減少を食い止めることが出来た。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

205,839 201,800 194,078 194,078 196,395

205,839 201,800 194,078 178,234 178,898

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 303会計区分

施設提供業務
施設維持管理業務
施設整備業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする　　　　　　　　　　　　　　　　05

4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす　　　　　　　　　　　　　　　　

509 不法投棄を減らす　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

物質の廃棄に至る各段階での環境への負荷
を低減させ、循環型社会を構築する。　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　

【重要性】
廃棄物処理に係るモラルの低下を招くおそ
れがある。環境に悪影響を及ぼす可能性が
ある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

環境業務課　　　　　　　　　3943000【担当課】

廃棄物に関する様々な規制等により、不法投棄が増える。　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

402【基本計画区分】

市民意識の向上及びパトロール等の強化　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

市民への啓発が不十分であるが、宅地として開けてきた地区が増えて
きたことにより、不法投棄地区が減少し、不法投棄量は減少している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 人と自然が共生するまちづくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

50901 不法投棄防止事業 　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

不法投棄ごみ量　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　（ｔ　　）

【指標】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ ）

250 250 250 250295

245 223 242 197295

0 0 0 00

0 0 0 00

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

現状維持

・地権者にフェンス等の設置を呼びかけるとともに、街路灯
の設置を自治会等へＰＲなどしていくことで、投棄されにく

 い環境づくりを進めていくようにする。・多発地区に監視カ
メラの設置をしていくことを検討する。　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 4 循環型社会を構築し、廃棄物による環境負荷を減らす

509 不法投棄を減らす

50901 不法投棄防止事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

清潔な地域社会の構築を図る
ため、不法投棄を防止してい
く。

【対象】
ごみの排出者

環境業務課

3943000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

不法投棄ごみ量（kg）

【指標】

不法投棄に関する指導件
数（件）

クリーンデー参加人数
（人）

不法投棄ごみ量

不法投棄に関する指導件数

春のクリーンデー、秋のクリーンデー、江戸川ク
リーン作戦の参加人数の合計

【指標概要】

294510 250000 250000 250000 250000

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

294510 245105 252350 241940 196630

6 5 5 5 5

6 9 2 2 0

133953 140000 140000 140000 140000

133953 132976 130684 129676 129257

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

25,057 20,135 21,256 25,448 25,285

25,057 20,135 46,913 23,988 28,590

25,408 17,142 28,403 14,652 22,253
18.17 16.84 15.01 14.43 12.55

市民や事業者に対しる啓発を充実させるとともに、不法投棄が多発する地域について、監視カメ
ラの設置等を検討していく必要がある。

近年大量の不法投棄は、発見されなくなってきているが、市民の不法投棄に対する意識はまだまだ稀有であるが、市民への
啓発活動が不十分である。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

25,057 20,135 21,256 25,448 25,285

25,057 20,135 46,913 22,848 26,350

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

ポイ捨て対策業務
クリーンデー業務
不法投棄防止パトロール業務
不法投棄ごみ処理業務
オイルフェンス清掃業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

- 156/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする　　　　　　　　　　　　　　　　05

5 大気汚染物質を減らす　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

511 大気汚染発生源の規制、指導や大気環境の監視、調査を行う　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

市民及び事業者に対する大気汚染防止対
策を行い、大気汚染物質を減らす。　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　

【重要性】
大気汚染を少しでも減らす取組みとして、事
業所排出ガス及び自動車排出ガスに係る指
導を行うとともに、市民対象に大気汚染に係
る情報の提供や環境学習会を行い、市民生
活に起因する大気汚染物質の発生を抑制す
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

環境保全課　　　　　　　　　3942000【担当課】

地球温暖化、オゾン層破壊が地球規模で拡大している。大都市圏へ
の環境負荷が集積している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

403【基本計画区分】

低公害車の購入に相当な予算がかかる。環境に対する認知度を向上
させる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

大気汚染状況は、法規制等の効果により近年徐々に良化の傾向であ
るが、市民の関心は高い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 リサイクル型の都市づくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

51101 大気汚染対策事業 　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

排出基準違反者数　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　（人　　）

【指標】

市内大気測定局の環境基準
超過項目総数　　　　　　　　　

（項目

0 0 0 00

0 1 0 00

0 0 0 00

3 4 3 46

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

現状維持

移動発生源（自動車）対策については国の施策を浸透さ
せるため市民や事業者に対する啓発を行い、固定発生源
（事業所）対策については立入検査等による指導強化を今
後も続けていく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 5 大気汚染物質を減らす

511 大気汚染発生源の規制、指導や大気環境の監視、調査を行う

51101 大気汚染対策事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

市民生活に密接な大気環境負
荷を軽減するために法に基づく
規制や大気の常時監視を行
い、結果を公表する。

【対象】
大気に汚染物質を排出してい
る事業者及び市民（他市からの
通勤・通学者を含む）

環境保全課

3942000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

常時監視項目の環境基準
達成率（％）

【指標】

低公害車の導入台数（台）

環境のホームページへの
アクセス数（件）

常時監視項目延べ数のうち環境基準達成数の割
合

市公用車における低公害車の導入台数(累計）

年度毎のホームページへのアクセス件数

【指標概要】

100 100 100 100 100

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

60 80 73.3 80 73.3

4 5 6 7 8

41 57 74 91 110

5305 5000 5000 5000 5000

5305 7651 17559 29871 40206

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

41,318 31,775 40,864 33,000 53,374

41,318 31,775 32,549 34,801 54,163

38,671 29,049 30,276 31,157 47,593
2.69 2.68 3.15 3.17 3.03

移動発生源（自動車）対策については国の施策を浸透させるため市民や事業者に対する啓発を
行い、固定発生源（事業所）対策については立入検査等による指導強化を今後も続けていく。

大気汚染状況は、法規制等の効果により近年徐々に良化の傾向であるが、市民の関心は高い。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

36,194 27,185 38,574 33,000 53,374

36,194 27,185 32,549 34,801 54,163

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

大気汚染監視業務
大気汚染情報提供業務
大気環境学習推進業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

- 157/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする　　　　　　　　　　　　　　　　05

6 生活上の不快要因を減らす　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

512 騒音、振動、悪臭の発生を規制する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

騒音、振動、悪臭の発生を規制し、身近な生
活の中で快適に暮らして行ける環境づくりを
推進する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　

【重要性】
騒音等調査による現状把握、事業所に対す
る法規制の理解促進、音環境学習の推進な
どにより被害の発生を防止する必要がある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　

環境保全課　　　　　　　　　3942000【担当課】

関係法令に基づく届出を怠るなど規制内容を認知していない事業者
が多い。騒音・振動・悪臭は感覚公害ともいわれ、個人によって不快と
感じる度合いが異なるなど多様な苦情にきめ細かく対応することが難
しい。住居環境やライフスタイルの変化により、近隣に影響を及ぼす
機器類の増加や人々の交流の欠如などが影響している面もある。　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

403【基本計画区分】

市民に環境対策に関する事項及び事業者に規制内容等についての
情報提供の仕方の工夫。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

騒音・振動・悪臭は、感覚公害と言われ、人の感覚で認知できるもの
であり、また、ライフスタイルの多様化や環境への関心の高まりもあっ

 て、市民からの苦情はやや増加の傾向にある。なお、最近富に工業
系地域への専用住宅の進出が目立ち、新たな住工混在化を招いて
いる状況にある。今後、良好な生活環境を求める住民と事業者の間で

  の環境問題の増加が懸念される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 リサイクル型の都市づくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

51201 騒音・振動・悪臭対策事業 　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

騒音､振動等の苦情件数　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　（件　　）

【指標】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ ）

160 160 150 150162

68 54 71 9363

0 0 0 00

0 0 0 00

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

成果改善

関係法令による規制指導の強化とともに、各種調査による
 現状把握に努める。苦情に関しては、今後とも迅速対応

 を進める。市民・事業者に提供する情報の内容が、よりわ
かりやすくなるように工夫する。　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 6 生活上の不快要因を減らす

512 騒音、振動、悪臭の発生を規制する

51201 騒音・振動・悪臭対策事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

騒音・振動・悪臭の関係法令等
に基づく規制・指導により、生
活環境への負荷を軽減する。

【対象】
騒音・振動・悪臭を発生する市
民、事業者。

環境保全課

3942000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

苦情件数（騒音･振動･悪
臭）（件）

【指標】

（）

（）

環境の現状と対策

【指標概要】

70 70 70 70 70

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

63 68 54 71 93

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

1,579 2,169 2,338 2,453 4,998

1,579 2,169 1,965 3,281 3,862

1,484 1,932 1,799 3,245 3,356
4.29 4.19 4.09 4 3.85

 関係法令による規制・指導の強化とともに、各種調査による現状把握に努める。苦情に関して
  は、今後とも迅速対応を進める。

騒音・振動・悪臭は、感覚公害と言われ、人の感覚で認知できるものであり、また、環境への関心の高まりもあって、市民から
  の苦情はやや増加の傾向にある。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

1,579 1,999 2,338 2,453 4,998

1,579 1,999 1,965 3,281 3,862

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

工場・事業場規制業務
建設作業規制業務
騒音等調査業務
音環境学習推進業務
環境保全対策利子補給金

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

- 158/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする　　　　　　　　　　　　　　　　05

6 生活上の不快要因を減らす　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

513 地盤沈下を防止する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

身近な生活の中で快適に暮らして行ける環
境づくりを推進する　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【重要性】
地盤沈下の状況を詳細に測定し、地盤沈下
を防ぐ必要がある。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　

環境保全課　　　　　　　　　3942000【担当課】

首都圏を中心に地下水の汲み上げによる地盤沈下を起こしているとこ
ろがある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

403【基本計画区分】

地下水汲み上げの抑制と地下水の涵養を図る。　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

法・条例に基づく地下水採取の規制の効果があらわれ、地下水位が
徐々に上昇し、地盤沈下面積が減少した。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 リサイクル型の都市づくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

51301 地盤沈下防止事業 　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

一定以上の地盤沈下地点割
合　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　（％　　）

【指標】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ ）

0 0 0 00

0 0 0 00

0 0 0 00

0 0 0 00

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

現状維持

今後も、地下水採取の規制をするとともに、法規制対象外
事業場にも地下水利用量の適正化を指導する。　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 6 生活上の不快要因を減らす

513 地盤沈下を防止する

51301 地盤沈下防止事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

地下水の採取を規制することに
より、地下水の過剰な採取を防
止し、地盤沈下を防止する。

【対象】
揚水施設（井戸）を使用する者

環境保全課

3942000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

一定以上の地盤沈下地点
数割合（％）

【指標】

（）

（）

 地盤沈下総測定地点数に対する2cm以上の地盤
沈下地点数の割合

【指標概要】

0 0 0 0 0

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

67 67 67 86 0

67 67 86 86 0

64 66 61 5 0
0.26 0.24 0.24 0.24 0.15

今後も、地下水採取の規制をするとともに、法規制対象外事業場にも地下水利用量の適正化を
指導する。

法・条例に基づく地下水採取の規制の効果があらわれ、地下水位が徐々に上昇するとともに、地盤沈下面積が減少した。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

67 67 67 86 0

67 67 86 86 0

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

地下水採取を規制する
地盤沈下を監視する

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

- 159/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする　　　　　　　　　　　　　　　　05

6 生活上の不快要因を減らす　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

514 環境保全、公衆衛生向上のための管理指導を行う　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

身近な生活の中で快適に暮らして行ける環
境づくりを推進する。　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【重要性】
雑草、動物飼養、害虫の発生など環境衛生
の観点からの指導強化が必要なため　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

環境保全課　　　　　　　　　3942000【担当課】

空き地の雑草に対して苦情が発生している。住居環境やライフスタイ
ルの変化により、ねずみ、衛生害虫の発生が増加する傾向にある。
ペットの増加に伴い、飼主のマナー欠如や不注意による苦情が増加
している。狂犬病の発生に対する危機感が減少している。　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

403【基本計画区分】

空き地の所有者に対し、行政指導に準ずる行為としての対応強化等
生活の場の衛生を保持する。犬のふんの始末等ペットの飼主への啓
発をする。犬の登録と狂犬病予防注射の促進に努める。　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

市民のライフスタイルや環境衛生意識の変化に伴い快適環境を求め
る市民が増え、あき地の雑草刈取りや不快害虫の駆除、ペットの飼い
方に対する要望等が増加傾向にある。また、犬を飼育する市民が増
え、犬の登録や狂犬病予防注射数の増加が見られる。　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 リサイクル型の都市づくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

51401 雑草等除去指導事業 　　　　　　　　　　　

51402 ねずみ・衛生害虫等駆除事業 　　　　　　

51403 地区環境美化組織連合会補助金 　　　

51404 動物飼養管理事業 　　　　　　　　　　　　

51405 狂犬病予防事業　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

雑草除去の苦情件数　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　（件　　）

【指標】

狂犬病予防接種率　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（％ ）

180 175 175 170189

172 209 225 228189

88 88 89 8986

87 86.2 86.3 86.685.8

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

現状維持

あき地の雑草の刈り取りや不快害虫の駆除などの生活環
境に対する要望は、今後も増えると予想されるのでそれに
応えるため事業を推進していく。また、犬の登録と狂犬病
予防注射の促進も推進していく。　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 6 生活上の不快要因を減らす

514 環境保全、公衆衛生向上のための管理指導を行う

51401 雑草等除去指導事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

雑草等が繁茂し、衛生害虫の
発生やゴミの不法投棄等の原
因となる管理不良状態のあき地
をなくす。

【対象】
雑草等の繁茂で困っているす
べての人。

環境保全課

3942000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

雑草除去の苦情発生件数
（件）

【指標】

（）

（）

年間の雑草等による苦情受理件数

【指標概要】

189 185 180 175 170

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

189 172 209 225 228

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

2,684 1,201 1,565 5,731 3,394

2,684 1,201 2,010 6,543 2,402

2,095 1,976 1,906 6,541 1,946
7.44 7.44 8.4 7.42 6.35

管理不良のあき地が減少傾向にないことから、今後も引き続きあき地の所有者等に適正管理の
指導を推進していく。また、市の所有地の適正管理も併せてすすめていく。

あき地として把握している面積は、年度間でほぼ横ばいであるが、苦情件数は、平成17年度に200件を超し以後減少の傾向
は見られない。依然として不適正管理のあき地が存在している。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

2,683 1,200 1,564 5,730 3,393

2,683 1,200 2,009 6,542 2,401

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

空き地の雑草等の管理をする
空き地の雑草等の除去対策をする

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

- 160/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 6 生活上の不快要因を減らす

514 環境保全、公衆衛生向上のための管理指導を行う

51402 ねずみ・衛生害虫等駆除事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

ねずみ、衛生害虫等を媒介す
る感染症を防止することにより、
公衆衛生の安全を図る。

【対象】
ねずみや衛生害虫で困ってい
るすべての市民。

環境保全課

3942000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

公共下水等の消毒回数
（回）

【指標】

苦情対応の消毒回数（回）

（）

公共下水を計画に基づき消毒した回数

苦情により消毒を実施した回数

【指標概要】

444 420 420 420 420

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

444 355 362 304 327

229 210 210 210 210

229 194 200 159 142

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

1,023 2,292 2,710 1,383 2,773

1,023 2,292 1,356 1,832 2,094

1,538 1,796 1,280 1,712 1,881
3.47 3.47 3.5 3.47 3.75

薬剤の散布回数や苦情の件数は減少の傾向にあるが、衛生意識の高揚や内容の変化、また気
候の変化等により依然として需要があり、今後も事業を推進していく必要がある。

下水道の普及や衛生環境の改善で衛生害虫に対する薬剤散布回数は減少傾向にあり、同時に苦情も減少傾向にあるが、
依然として駆除の要望は寄せられている。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

1,023 2,292 2,710 1,383 2,773

1,023 2,292 1,356 1,832 2,094

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

衛生害虫等の駆除の対策をする
ねずみ・衛生害虫等の駆除の支援をす

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 6 生活上の不快要因を減らす

514 環境保全、公衆衛生向上のための管理指導を行う

51403 地区環境美化組織連合会補助金

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

市が環境対策に取り組む町会・
自治会を支援し、生活環境の
向上を図る。

【対象】
松戸市地区環境美化組織連合
会に係わるすべての市民。

環境保全課

3942000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

加盟世帯数（世帯）

【指標】

（）

（）

松戸市地区環境美化組織連合会の加盟世帯数

【指標概要】

44058 43570 43570 43570 43570

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

44058 43570 43786 42965 42765

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

320 320 320 320 320

320 320 320 320 320

320 320 320 320 320
0.61 0.61 0.68 0.79 1.15

市民との協働の意義は大きい。また、今後はさらに団体の自主性を伸ばす方向で支援をしてい
  く。

加盟世帯数及び加盟団体数はやや減少の傾向にある。しかしながら、市民が行なう環境美化の支援として有効であった。団
体との協働としての意義はあった。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

320 320 320 320 320

320 320 320 320 320

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

地区環境美化組織連合会を補助する
環境保全関係市民ボランティアを育成

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

- 161/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 6 生活上の不快要因を減らす

514 環境保全、公衆衛生向上のための管理指導を行う

51404 動物飼養管理事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

人と動物が快適に共存できる
地域づくり

【対象】
動物を飼うことに係わるすべて
の市民。

環境保全課

3942000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

犬の正しい飼い方啓発看
板の交付数（枚）

【指標】

広報啓発回数（回）

（）

犬の飼養管理で困っている方へ啓発看板を交付
している枚数

犬の飼養管理に関する啓発広報を掲載している
回数(環境保全課が取り扱っているもの)

【指標概要】

362 707 707 707 707

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

362 1044 884 732 660

10 10 10 10 10

10 10 5 7 12

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

49 312 162 162 114

49 312 118 114 130

339 238 89 114 115
0.14 0.14 0.14 0.14 0.3

ペットを飼育する市民が増える中で正しい動物の飼養について理解していない市民も増えてい
る。従って、看板等の手段で啓発することの必要性はこれまでどおりである。

犬の正しい飼養の啓発看板の配布数は、やや減少傾向であるが、犬等の飼養に関する苦情は数多く寄せられている（平成
19年度47件）ことから啓発のための有効な手段であることに変わりはない。また、積極的に広報等での啓発に努めた。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

49 312 162 162 114

49 312 118 114 130

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

啓発用看板を交付する
広報啓発をする

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

地域の生活環境について安心感を得られるようにする05 6 生活上の不快要因を減らす

514 環境保全、公衆衛生向上のための管理指導を行う

51405 狂犬病予防事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

狂犬病の発生を予防することに
より、公衆衛生の安全を図る。

【対象】
犬を飼育するすべての市民。

環境保全課

3942000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

犬の登録原簿数（頭）

【指標】

鑑札発行枚数（枚）

接種率（％）

生後91日以上の犬の登録原簿数

生後91日以上の犬の新規登録頭数

登録頭数に対する狂犬病予防注射を接種した頭
数の比率

【指標概要】

14984 15950 16000 16050 16100

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

14984 15656 16134 16842 17686

1828 1907 1957 2000 2050

1828 1982 1797 1965 2010

85.8 85 85 85 85

85.8 87 86.2 86.3 86.6

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

2,860 2,966 3,042 3,042 3,486

2,860 2,966 3,206 3,486 3,579

2,640 3,059 2,849 3,066 3,222
3.12 3.12 3.65 3.51 2.85

犬の登録数は年度を追って増加している。また、狂犬病の発生リスクは決して減少しているわけ
ではない。したがって、今後とも犬の登録と狂犬病予防注射の促進を図っていく必要がある。

いずれの指標もほぼ目標値を上回っており、着実に事業展開ができている。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

-6,867 -7,521 -6,685 -6,685 -7,939

-6,867 -7,521 -7,691 -7,939 -8,218

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 403会計区分

犬の登録、狂犬病予防業務【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

- 162/609 -




